
税制改革の理論と実証

－消費税の軽減税率の対象は何か－

宮澤和俊∗

1 はじめに

本稿では，税制改革の理論と実証結果を紹介する．理論は，消費税の軽減税率の対象を選別する際

の判断基準として有益である．2節では，Ahmad and Stern (1984), Yitzhaki and Slemrod (1991)

のモデルを紹介する．3節では，実証研究の結果をまとめる．各時代，各国でどのような財が消費税

の軽減税率の候補に挙げられたのかを紹介する．

2 理論

消費財，労働，家計，代表的企業，政府からなる閉鎖経済を考える．消費財は N 種類ある．財

i = 1, ..., N を表す変数は，右下に iと表記する．家計はH 種類ある．家計 h = 1, ..., H を表す変数

は，右上に hと表記する．

2.1 代表的企業

有効労働（効率単位で測った労働）を用いて N 種類の財を生産する．線型の技術を仮定し，1単

位の有効労働で各財が 1単位生産できると仮定する．たとえば，有効労働 1単位でリンゴを 3個生

産できるとすると，リンゴ 1単位とは 3個のことである．有効労働をニューメレールとし，有効労働

の価格（賃金率）を 1に基準化する．完全競争市場を仮定すると，各財の生産物価格は賃金率に一致

し，1となる．

2.2 家計

各家計は，1単位の労働時間を非弾力的に供給し，財を消費する．家計 hの稼得能力を wh（一定）

とすると，家計 hの有効労働の供給量は，wh × 1 = wh である．賃金率は 1なので，労働所得は wh

である．政府から受け取る所得移転を Th とすると，家計 hの所得 yh は，

yh = wh + Th

で与えられる．

財 iの従量税率を τi とする．生産者価格は 1なので，消費者価格 pi は，

pi = 1 + τi

で与えられる．
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家計 hの財 iの消費量を xhi と表記する．家計の効用最大化問題は次のように定式化される．

V h(yh, p1, ...pN ) = max
xh1 ,...,x

h
N

uh(xh1 , ..., x
h
N )

subject to

yh = p1x
h
1 + · · ·+ pNxhN (1)

ラグランジュ関数を，

Lh = uh(xh1 , ..., x
h
N ) + μh

¡
yh − p1xh1 − · · ·− pNxhN

¢
とおく（μh はラグランジュ乗数）．

最適化の 1階の条件は，

∂Lh

∂xhi
=

∂uh

∂xhi
− μhpi = 0 (i = 1, ..., N) (2)

である．

(N + 1)個の変数 xh1 , ..., x
h
N ,μ

h に関して，(1), (2)式の (N + 1)本の方程式があるので解ける．こ

れを解くと，需要関数

xh∗i = xhi (y
h, p1, ..., pN ) (i = 1, ..., N)

が得られる．これを効用関数に代入すると，間接効用関数 V h(yh, p1, ...pN )が得られる．

後の分析で，ロワの恒等式（Roy’s identity）を利用する．ロワの恒等式とは，

∂V h

∂pi
= −xh∗i

∂V h

∂yh
(3)

の関係式を指す．左辺は価格上昇による厚生損失を表す．厚生損失は，所得の限界効用 ∂V h/∂yh と

最適消費量 xh∗i の積で与えられることを意味する．

［ロワの恒等式の証明］

(1)式の予算制約式に xh∗i を代入し，両辺を yh で微分する．

1 = p1
∂xh∗1
∂yh

+ · · ·+ pN ∂xh∗N
∂yh

(4)

間接効用関数 V h を所得 yh で微分すると，

∂V h

∂yh
=

∂uh

∂xh1

∂xh∗1
∂yh

+ · · ·+ ∂uh

∂xhN

∂xh∗N
∂yh

= μhp1
∂xh∗1
∂yh

+ · · ·+ μhpN
∂xh∗N
∂yh

= μh
µ
p1
∂xh∗1
∂yh

+ · · ·+ pN ∂xh∗N
∂yh

¶
= μh

が得られる．2番目の等号は (2)式を，4番目の等号は (4)式を用いている．ラグランジュ乗数 μh は，

所得が少し増えたときの間接効用の増分を意味する．所得の限界効用（marginal utility of income）

という．

次に，(1)式に xh∗i を代入し，両辺を pi で微分する．積の微分法 (pix
h∗
i )

0 = xh∗i + pi(∂x
h∗
i /∂pi)

を用いると，

0 = xh∗i + p1
∂xh∗1
∂pi

+ · · ·+ pN ∂xh∗N
∂pi

(5)

が得られる．
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次に，V h を価格 pi で微分する．

∂V h

∂pi
=

∂uh

∂xh1

∂xh∗1
∂pi

+ · · ·+ ∂uh

∂xhN

∂xh∗N
∂pi

= μh
µ
p1
∂xh∗1
∂pi

+ · · ·+ pN ∂xh∗N
∂pi

¶
= −μhxh∗i

2番目の等号は (2)式を，3番目の等号は (5)式を用いている．

∂V h/∂yh, ∂V h/∂pi の 2つの式から，ロワの恒等式

∂V h

∂pi
= −xh∗i

∂V h

∂yh

が証明された．

最後に，家計の変数を集計する．h = 1, ..., H について足し合わせればよい．財 iの総消費Xi は，

Xi = x
1
i + · · ·+ xHi (i = 1, 2, ..., N) (6)

である．

2.3 政府と市場

消費税収と家計への所得移転を集計する．(6)式より，財 iの消費税収は，τiXi である．これを

i = 1, ..., N について足し合わせると，税収総額 Rが得られる．

R = τ1X1 + · · ·+ τNXN (7)

家計への所得移転の総額 T は，

T = T 1 + · · ·+ TH

である．政府の予算制約式は，

T = R (8)

で与えられる．

政府の目的関数として，次の社会厚生関数を仮定する．

W =W (V 1(y1, p1, ...pN ), ..., V
H(yH , p1, ..., pN )) (9)

(9)式は，政府が家計の経済厚生 V 1, ..., V H に関心があることを意味している．

次に，市場均衡条件を調べる．財 iの生産量をQi とすると，財市場の均衡条件は，

Qi = Xi (i = 1, 2, ...,N) (10)

である．有効労働の市場均衡条件は，

w1 + · · ·+ wH = Q1 + · · ·+QN (11)

である．(11)式の左辺は家計の供給量を，右辺は代表的企業の需要量を表している．

(10), (11)式より，市場均衡条件は全部で (N + 1)本ある．ただし，ワルラス法則より，独立な方

程式は N 本である．
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最後に，閉鎖経済での均衡をまとめる．基本となる方程式は，家計の予算制約式と 1階の条件で

ある．

wh + T h =

NX
i=1

(1 + τi)x
h
i (h = 1, ...,H)

∂uh

∂xhi
= μh(1 + τi) (h = 1, ..., H and i = 1, ..., N)

内生変数は，xhi ,μ
h のH(N + 1)個，方程式もH(N + 1)本あるので解ける．各財の生産量Qi =PH

h=1 x
h
i が決まる．これらはすべて政策変数 τi, T

h の関数である．政策変数は全部で (N +H)個あ

るが，互いに独立ではない．政府予算制約式

HX
h=1

Th =

NX
i=1

HX
h=1

τix
h
i

が満たされる必要がある．たとえば，τ1, ..., τN , T
1, ..., TH−1 は自由に選択できるが，TH は予算が

均衡するように内生的に決定される．

［ワルラス法則の証明］

家計の予算制約式

wh + Th = (1 + τ1)x
h
1 + · · ·+ (1 + τN )x

h
N

を h = 1, ..., H について足し合わせる．

w1 + · · ·+ wH + T = (1 + τ1)X1 + · · ·+ (1 + τN )XN

右辺は，(7)式を用いて，X1+ · · ·+XN+Rと変形できる．さらに，(10)式より，Q1+ · · ·+QN+R
となる．最後に，(8)式を用いると，(11)式が得られる．つまり，(11)式は独立な方程式ではない．

2.4 最適課税理論

本節では，最適課税理論の概略を説明する．次節の marginal tax reform と比較するのが目的で

ある．

政府は，予算制約のもとで，社会厚生が最大となるような税率と所得移転を決める．最適化問題

は，次のように定式化される．

max
τi, Th

W =W (V 1(w1 + T 1, 1 + τ1, ..., 1 + τN ), ..., V
H(wH + TH , 1 + τ1, ..., 1 + τN ))

subject to
HX
h=1

Th =

NX
i=1

HX
h=1

τix
h
i

政策変数は最大で，N 個の税率 ti (i = 1, ..., N)とH 個の所得移転 Th (h = 1, ..., H)である．最

適政策 (t∗i , T
h∗)を「最善の最適」(first-best optimal)という．

実際には，家計ごとの移転 Th は現実的でない．政府は家計の稼得能力 wh を観察できないからで

ある．そのような場合，一律移転という条件を追加する．

Th =
R

H
≡ T̄

条件が追加されるので，最適政策は最善の最適とは一致しない．最善の最適と区別するために，「次

善の最適」(second-best optimal)という．

家計への所得移転の効果を無視して，最適税率だけに焦点を当てる分析も可能である．この場合，
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政府の予算制約式は，

Th = 0

R̄ = R

と修正される．R̄ ≥ 0は一定の税収（あるいは政府支出）を表し，家計の効用や生産活動に貢献しな

い何らかの必要な資源とみなされる．

最適課税理論は，税制の望ましさについての基準を与えてくれる．税制を新しく設計する場合に

は，最善にせよ次善にせよ，理論から導かれる最適税制を導入すればよい．また，既存の税制を修正

する場合であっても，最適税制が分かっていれば，修正の方向性について貴重な情報を与えてくれる．

しかし，「段階的な改革」(piecemeal reform)が本当に経済厚生を改善するかどうかは，既存の税制に

依存する．次節では，どのような条件のもとで段階的な改革が経済厚生を改善するのかを分析する．

2.5 Marginal tax reform

本節では，marginal tax reform (piecemeal tax reform)を説明する．税府は，税収一定（R̄ = R）

を制約として，個別の税率を上げ下げする．家計への所得移転は無視する．税率を変化させるときの

効果は，税収効果と分配効果に分けて分析できる．

2.5.1 税収効果

例として，財 tの税率 τt を引き上げた場合を考える（tは taxの意味）．財 tの価格 pt = 1+ τt が

上昇する．ギッフェン財のケースを排除すると，個人消費 xht が減り，総消費Xt も減る．他方，他

の財の消費が増えるのか減るのかは，財の代替補完関係に依存する．財 tと代替的な財は，財 tの価

格が上がることで消費量が増える．補完的な財は財 tと同じように消費量が減る．税率 τt の引き上

げによる増税効果は，(7)式を微分することで得られる．

∂R

∂τt
= Xt + τ1

∂X1

∂pt
+ · · ·+ τt

∂Xt

∂pt
+ · · ·+ τN

∂XN

∂pt

右辺の第 1項が直接的な増税効果，2項目以降は，消費量の変化にともなう間接効果を表している．

右辺をXt でくくることで，増税効果を基準化する．

∂R

∂τt
= αtXt (12)

where

αt = 1 +
1

Xt

µ
τ1
∂X1

∂pt
+ · · ·+ τt

∂Xt

∂pt
+ · · ·+ τN

∂XN

∂pt

¶
(13)

さらに，価格 pt についての市場需要の価格弾力性を次式で定義する．

εit =
pt

Xi

∂Xi

∂pt
(i = 1, ..., N)

この式を利用すると，(13)式は，

αt = 1 +
ε1tτ1X1 + εttτtXt + · · ·+ εNtτNXN

ptXt
(14)

と変形できる．

(14)式の分母の ptXt は，増税された財の総支出額を表す．分子に含まれる tiXi (i = 1, ..., N)は，

財 iの消費税額を表す．これらのデータは容易に入手できる．したがって，価格弾力性 εit さえ分か

れば，αt の数値を求めることができる．
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価格弾力性は，一般的には，自己弾力性 εtt < 0がもっとも小さい値をとる．したがって，代替財

の市場が極端に大きくない限り，αt < 1が成り立つ．つまり，市場規模がXt である財に課税したと

き，税収の増分は αtXt < Xt にとどまる．増税しても家計は行動を変えないだろうと考えて増税額

を見積もると，結果として見積りほどには税収が増えないことを意味する．

財によって αi の値は異なる．たとえば，

0 < αs < · · · < αt < 1

であることが分かったとしよう．増税効果は，財 tがもっとも大きく，財 sがもっと小さいという意味で

ある（sは subsidyの意味）．このような場合，財 sの税率 τs を引き下げ，財 tの税率 τt を引き上げる

という税率変更は，税収を増やすという視点から望ましいと考えられる．

実際には，税率変更の便益は増税額ではなく，税率変化の大きさで評価する．税率 τs を引き下げ

ると税収が不足する．不足分を税率 τt の引き上げで補充する．財 tは増税効果が大きいので，税率

τt の引き上げは少なくて良い．つまり，増税による厚生損失が抑えられるはずである（厚生分析は次

節で説明する）．

以上の直観を数式で説明する．減税の場合も，数式上は上と同様に計算できる．

∂R

∂τs
= αsXs

αs = 1 +
ε1sτ1X1 + · · ·+ εssτsXs + · · ·+ εNsτNXN

psXs

税収一定の関係式 R̄ = Rを全微分すると，

dR̄ =
∂R

∂τs
dτs +

∂R

∂τt
dτt

が成り立つ．税収一定なので，左辺はゼロである．(12)式を用いると，

0 = αsXsdτs + αtXtdτt

すなわち，

dτt = −αsXs
αtXt

dτs (15)

が成り立つ．ただし，dτs < 0, dτt > 0である．税率の上げ幅 dτt が小さいのは，財 sの相対的な増

税効果が小さく (αs/αt)，財 sの市場規模が小さいときである (Xs/Xt)．

2.5.2 分配効果

本節では，税率変更にともなう厚生変化を調べる．社会厚生関数は，家計効用を評価するときに，

分配に関する基準を用いている．この点を数式を用いて説明する．

社会厚生関数を税率 τt で微分する．

∂W

∂τt
=

∂W

∂V 1
∂V 1

∂pt
+ · · ·+ ∂W

∂V H
∂V H

∂pt

ロワの恒等式 (3)式を用いると（便宜上，∗を省略する），

∂W

∂τt
=

∂W

∂V 1

µ
−x1t

∂V 1

∂y1

¶
+ · · ·+ ∂W

∂V H

µ
−xHt

∂V H

∂yH

¶
= −Xt(β1s1t + · · ·+ βHsHt ) (16)
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が得られる．ただし，

βh =
∂W

∂V h
∂V h

∂yh
(h = 1, ..., H) (17)

sht =
xht
Xt

(h = 1, ..., H) (18)

である．βh は，家計 h の所得 yh が増えたとき，社会厚生がどのくらい増えるのかを表しており，

家計 h の所得の限界効用に対する社会的評価という（social evaluation of the marginal utility of

income of household h）．sht は，増税された財 tの消費総額に占める家計 hのシェアを表す．(16)

式の (β1s1t + · · · + βHsHt )を，財 tの分配特性（distributional characteristic）という．分配特性が

大きい財ほど，税率を上げたときの厚生損失が大きくなることを意味している．

税率 τs についても同様にして，

∂W

∂τs
= −Xs(β1s1s + · · ·+ βHsHs )

が得られる．

2.5.3 Marginal tax reform

本節では，2.5.1節の税収効果と 2.5.2節の分配効果を合わせることで，税収一定のもとで，税率

τs を下げ，税率 τt を上げるときの厚生変化を分析する．社会厚生関数を全微分すると，

dW =
∂W

∂τs
dτs +

∂W

∂τt
dτt

が得られる．

この式に (16)式を代入する．さらに，(15)式を代入し，dτt を消去する．

dW = −Xs(β1s1s + · · ·+ βHsHs )dτs −Xt(β1s1t + · · ·+ βHsHt )

µ
−αsXs
αtXt

dτs

¶
= −Xs

∙
(β1s1s + · · ·+ βHsHs )−

αs

αt
(β1s1t + · · ·+ βHsHt )

¸
dτs

dτs < 0である点に注意する．dW > 0が成立するのは，

(β1s1s + · · ·+ βHsHs )−
αs

αt
(β1s1t + · · ·+ βHsHt ) > 0

⇔ β1
µ
s1s −

αs

αt
s1s

¶
+ · · ·+ βH

µ
sHt −

αs

αt
sHt

¶
> 0 (19)

のときに限られる．

(19)式中のプラスの項は，（分配を考慮した）財 sに対する減税効果を表している．マイナスの項

は財 tに対する増税効果である．増税効果は，αs/αt(< 1)だけ減税効果よりも小さい．税率 τt の引

き上げが抑えられるためである．

(19)式中の家計の消費シェア shs , s
h
s のデータは容易に入手できる．しかし，社会的評価 βh につい

ては，何らかの仮定が必要である．Ahmad and Stern (1984)は，次の指標を用いている（e ≥ 0は
定数）．

βh =

µ
y1

yh

¶e
(y1 ≤ y2 ≤ · · · ≤ yH) (20)

(20)式は，最低所得の家計を基準として，所得が高い家計ほど社会的評価を低くすることを意味

している（1 = β1 ≥ β2 ≥ · · · ≥ βH > 0）．定数 eは，格差回避（inequality aversion）の強さを表

す．e = 0のとき，すべての家計の社会的評価は同一である．eの値が大きくなると，最低所得の家
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計の相対的評価が大きくなる．e→∞のとき，社会厚生は最低所得の家計だけで評価される．

2.5.4 消費税の社会的費用

前節の (19)式は，marginal tax reform が社会厚生を改善するための必要十分条件である．(19)式

は，「消費税の社会的限界費用」(social marginal cost of commodity tax)を用いて導出できることが

知られている．

税率 τt を引き上げたときの社会的限界費用 λt を次式で定義する．

λt ≡ −
∂W
∂τt
∂R
∂τt

(21)

分母の ∂R/∂τt が税収効果を，分子の ∂W/∂τt が分配効果を表す．分配効果はマイナスなので，値

が正になるようにマイナスをつける．分母の税収効果が小さく，分子の厚生損失が大きいとき，λt の

値は大きくなる．

(12), (16)式を代入すると，

λt =
β1s1t + · · ·+ βHsHt

αt
(22)

が得られる．ただし，αt は (14)式で与えられる．

税率 τs についても同様にして，

λs =
β1s1s + · · ·+ βHsHs

αs

が得られる．

このとき，

λs > λt ⇔ β1s1s + · · ·+ βHsHs >
αs

αt

¡
β1s1t + · · ·+ βHsHt

¢
が成立する．つまり，(19)式は，条件 λs > λt と同値である．

実証分析で必要なのは，(22)式の関係式を用いて，すべての財について，消費税の社会的限界費

用 λi を算出することである．税率を引き下げる財の候補は，λi の値が最も大きいものであり，税率

を上げる財の候補は，λi の値が最も小さいものである．

2.6 Difference in concentration curves

Yitzhaki and Slemrod (1991)は，(19)式を視覚化する方法を提示している．(19)式のネックは，

家計の限界効用の社会的評価 βh である．この項に弱い仮定を置くことで，(19)式が成立するための

十分条件を導出している．弱い仮定とは，βh が家計所得 yh の非増加関数であるという仮定である．

Ahmad and Stern (1984)の (20)式はこの条件を満たしている．

以下，Yitzhaki and Slemrod (1991)の十分条件を導出しよう．まず，所得 yh を用いて家計を順序

づけする．

y1 ≤ y2 ≤ · · · ≤ yH

8



次に，減税対象である財 sの消費の累積度数を求める．

S1s = s
1
s =

x1s
Xs

S2s = s
1
s + s

2
s =

x1s + x
2
s

Xs

· · ·

SHs = s1s + · · ·+ sHs =
x1s + · · ·+ xHs

Xs
= 1

ヨコ軸を家計，タテ軸を消費の累積度数とし，H個の点 (h/H, Shs )をプロットする（h = 1, ..., H）．

一辺の長さが 1の正方形の中に弓型の折れ線 Cs が描かれる．濃度曲線 (concentration curve)とい

う．作図の仕方から分かるように，所得格差を視覚化するときに用いるローレンツ曲線と似たような

グラフになる．

同じことを増税対象の財 tの消費についてもおこない，濃度曲線 Ct を求める．

S1t = s
1
t , S2t = s

1
t + s

2
t , · · · , SHt = s1t + · · ·+ sHt = 1

(19)式を再掲する．

β1
µ
s1s −

αs

αt
s1s

¶
+ · · ·+ βH

µ
sHt −

αs

αt
sHt

¶
> 0 (19)

ベンチマークとして，社会的評価が一律であるケースを考える（βh = 1）．このとき，(19)式は，

SHs −
αs

αt
SHt = 1− αs

αt
> 0 (23)

と変形できる．つまり，αs < αt のとき，財 sを減税し，財 tを増税することで社会厚生が改善する．

ただし，社会厚生が改善されたからといって，個々の家計の厚生が改善されたかどうかは不明であ

る．この点を明らかにするために，濃度曲線を利用する．まず，財 tの累積度数 Sht の方にαs/αt(< 1)

を掛けて，濃度曲線 Ct を下方にシフトさせる．シフト後の曲線を C 0t と表記する．必要な情報は濃

度曲線そのものではなく，2つの濃度曲線の差（Cs − C 0t）である．具体的には，

Shs −
αs

αt
Sht

を算出することで，曲線 Cs − C 0t を図示できる．濃度曲線の差の曲線をDCC 曲線（”Difference in

concentration curves” curve）という．(23)式の条件は，DCC 曲線の右端がヨコ軸の上に位置する

ことを意味している．

税制改革による各家計の厚生変化を調べよう．V h を全微分し，ロワの恒等式を用いると，

dV h =
∂V h

∂ps
dτs +

∂V h

∂pt
dτt

= − ¡xhsdτs + xht dτt¢ ∂V h∂yh

が得られる．

次に，税収が一定であるための条件

dτt = −αsXs
αtXt

dτs (15)

を代入すると，

dV h = −Xs
µ
shs −

αs

αt
sht

¶
∂V h

∂yh
dτs
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が得られる．dτs < 0である点に注意する．税制改革がパレート改善であるための条件は，すべての

家計 hについて，

shs −
αs

αt
sht ≥ 0 (16)

が成立し，かつ少なくとも 1つの家計で不等号が成立するケースである．

(16)式の条件は強過ぎるので条件を緩和する．まず，最低所得の家計 h = 1は厚生が改善すると

仮定する．

s1s −
αs

αt
s1t > 0 (17)

次に，所得が最も低い 2つの家計 h = 1, 2に焦点を当てる．社会厚生関数が V 1, V 2 の 2つから構

成されることを意味する．このとき，社会厚生の変化は，

dW =
∂W

∂V 1
dV 1 +

∂W

∂V 2
dV 2

= −Xs
∙
β1
µ
s1s −

αs

αt
s1t

¶
+ β2

µ
s2s −

αs

αt
s2t

¶¸
dτs

で与えられる．(17)式よりかぎカッコの第 1項は正である．しかし，条件 s2s − (αs/αt)s2t > 0は，

dW > 0であるための必要条件ではない．弱い仮定として，µ
s1s −

αs

αt
s1t

¶
+

µ
s2s −

αs

αt
s2t

¶
≥ 0

すなわち，

S2s −
αs

αt
S2t ≥ 0 (18)

を仮定する．さらに，β1 ≥ β2 を仮定すると，

β1
µ
s1s −

αs

αt
s1t

¶
+ β2

µ
s2s −

αs

αt
s2t

¶
≥ β2

∙µ
s1s −

αs

αt
s1t

¶
+

µ
s2s −

αs

αt
s2t

¶¸
≥ 0

が成り立つ．つまり，社会的評価が非増加であり，かつ (18)式が成立するとき，最低所得の 2つの

家計の社会厚生が改善する．

以上のロジックを，下から k番目以下の家計について当てはめる（k = 1, ..., H）．まず，

Sks −
αs

αt
Skt ≥ 0 (19)

と仮定する．ただし，(17)式より，k = 1のときは厳密に正である．

下から k 番目以下の家計に焦点を当てるということは，社会厚生関数が V 1, ..., V k から構成され

ることを意味する．厚生変化は，

dW =
∂W

∂V 1
dV 1 + · · ·+ ∂W

∂V k
dV k

= −Xs
∙
β1
µ
s1s −

αs

αt
s1t

¶
+ · · ·+ βk

µ
sks −

αs

αt
skt

¶¸
dτs

で表される．さらに，β1 ≥ β2 ≥ · · · ≥ βk を仮定すると，

β1
µ
s1s −

αs

αt
s1t

¶
+ · · ·+ βk

µ
sks −

αs

αt
skt

¶
≥ βk

∙µ
s1s −

αs

αt
s1t

¶
+ · · ·+

µ
sks −

αs

αt
skt

¶¸
= βk

µ
Sks −

αs

αt
Skt

¶
≥ 0

が成り立つ．したがって，税制改革により下から k番目以下の家計の社会厚生が改善される．
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以上をまとめると，次の 2つの命題が得られる．

命題 1 税制改革がパーレート改善であるための必要十分条件は，すべての家計 h = 1, ..., Hについて

shs −
αs

αt
sht ≥ 0

が成立し，かつ少なくとも 1つの家計について不等号が成立する場合に限られる．ここで，shs , s
h
t は

それぞれ，減税対象の財に関する家計 hの消費シェア，増税対象の財に関する家計 hの消費シェア

を表す．αs,αt は各財の税収効果を表すパラメータである．

命題 2 社会的評価 βh が家計所得 yh の非増加関数であるとする．このとき，税制改革により下から

k番目以下の家計の社会厚生が改善されるための十分条件は，

Sks −
αs

αt
Skt ≥ 0

である．ただし，Sks , S
k
t はそれぞれ，各財の消費における k以下の家計の累積度数を表す．

Sks = s
1
s + s

2
s + · · ·+ sks

Skt = s
1
t + s

2
t + · · ·+ skt

2つの命題は，DCC 曲線を読み解くうえでとても有益な情報を与えてくれる．要点は次の 3つで

ある．

1. DCC 曲線の最初の傾きをチェックする．右上がりであれば，(17)式より，最低所得の家計の

厚生が改善している．

2. DCC 曲線の右端をチェックする．ヨコ軸より上にあれば，命題 2より，社会厚生が改善して

いる．

3. DCC 曲線の全体的な傾きをチェックする．広域的に右上がりであれば，命題 1より，パレー

ト改善である．上に凸の場合，頂点の左の家計の厚生は改善している．頂点の右の家計は厚生

が悪化している．ただし，ヨコ軸よりも上にある限り，社会厚生は改善している．

3 実証

本節では，実証研究の結果を紹介する1．近年は，税制改革の政策目標として，社会厚生のみなら

ず貧困にも目が向けられている．

Ahmad and Stern (1984)

インド．1973/74年，1979/80年．(20)式の格差回避が e = 1のとき，シリアル食品の税率を下げ，

被服費の税率を上げる．

Yitzhaki and Thirsk (1990)

コートジボワール．1986年．(1) ガソリンの税率を下げ，電話料金を上げる．(2) 公共交通料金を

下げ，電気料金を上げる（Figures 2 and 3）．

Yitzhaki (1990)

エジプト．1981/82年．配給品の補助率を上げ，協同組合で取引される財の補助率を下げる（Figure

3）．

12005 年以前の文献については，Santoro (2007) のサーベイ論文が有益である．
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Yitzhaki and Slemrod (1991)

イスラエル．1979/80年．例示が目的なので，αs = αt を仮定．(1) パンの税率を下げ，家庭用水

道料金を上げる．(2) パンの税率を下げ，公共交通料金を上げる（Figures 3 and 4）．

Mayshar and Yitzhaki (1995)

英国．1990/1991年．ビールの税率を下げ，ワインの税率を上げる．

Yitzhaki and Lewis (1996)

インドネシア．1990年．灯油，ガソリンの税率を下げ，電気料金を上げる（Table 3）．

Madden (1996)

アイルランド．1958年－ 88年．異なる需要関数の推計を比較．アルコールの税率を下げ，タバコ

の税率を上げる（Table 1）．

Liberati (2001)

イタリア．1996年．付加価値税 (VAT)の税率の種類を減らす．

Makdissi and Wodon (2002)

ボリビア．1999年．長距離公共交通料金を下げ，医療の税率を上げると，貧困率が下がる．

Liberati (2003)

ベラルーシ．1997年．サンプルをグループ化．住宅・公共料金の補助率を上げ，公共交通の補助

率を下げると，貧困率が下がる．ただし，グループ別では，子どものいる勤労者世帯，ひとり親世帯

についてのみいえる（Figures 2 and 3）．

Bibi and Duclos (2007)

チュニジア．1990年．補助対象の財の補助率を上げ，課税財の税率を上げると，貧困率が下がる．

Makdissi and Mussard (2008)

カナダ．2002年．住宅の税率を下げ，電気料金を上げる（Figure 2）．

Duclos, Makdissi, and Wodon (2008)

メキシコ．1996年．食料の税率を下げ，非食料の税率を上げると，貧困率が下がる．

Urakawa and Oshio (2010)

日本，韓国．2008年．食料の税率を下げ，教育の税率を上げる（日本，韓国）．食料の税率を下

げ，家具・家事用品の税率を上げる（日本）（Figures 1 and 2）．

Duclos, Makdissi, and Araar (2014)

メキシコ．2004年．(1) 食料の税率を下げ，交通の税率を上げると，貧困率が下がる．(2) エネル

ギーの税率を下げ，交通の税率を上げると，貧困率が下がる（Figure 3, Table 2）．

Savage (2016)

アイルランド．1987年－ 2009/10年．メリット財をモデル化．アルコールの税率を下げ，タバコ

の税率を上げる．

Tóth, Cupák, and Rizov (2020)

スロバキア．2012年．食料品を非課税にし，非食料品に課税する．

4 おわりに
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